
金を循環させるためには、取引適正化など健
全な市場環境の整備が不可欠」と主張した。
石破首相は、「人口減少が進む中、従来の経
済社会システムを検証し、中長期的に信頼さ
れる持続可能なシステムへと変更していかなけ
ればならない」と指摘。「魅力ある職場づくり」
「農林水産業・観光産業のスマート化」「GX・
DXインフラの整備」の３点を推進することで、
地方の強みである各種産業の潜在力を最大化
することが
重要との認
識を強調す
るとともに、
経済界へ協
力を要請し
た。

「地方創生2.0」実現へ

日智経済委員会

経済３団体、石破首相と意見交換

さらなる経済連携強化へ先端技術など議論

日本商工会議所の小林健会頭は５月16日、
日本経済団体連合会の十倉雅和会長（当時）、
経済同友会の新浪剛史代表幹事と共に石破茂
首相と懇談し、「地方創生2.0基本構想」策定
に向け、意見交換を行った。会議に出席した日
本商工会議所の小林健会頭は、「地方創生は、
地域総合経済団体であるわれわれ商工会議所
にとって、最も重要なミッションの一つであり、
『地方創生2.0』は、商工会議所の理念と軌を
一にするもの」と述べ、産学官金および住民と
の緊密な連携により、力強く地方創生を推進し
ていく考えを表明した。また、「人口減少に伴
う経済規模の縮小は避けられないものの、資
本蓄積と生産性向上によって、持続的な経済
成長は可能」との認識を強調するとともに、「『生
産』から『所得・分配』『消費・支出』へと資

日本・東京商工会議所に事務局を置く日智
経済委員会日本国内委員会は５月13日、チリ
側委員会と第34回日智経済委員会を大阪市で
開催した。
会議は、前日12日の大阪・関西万博「チリ・

ナショナルデー」公式式典に出席するため、ガ
ブリエル・ボリッチ大統領を団長とする官民
ミッションが訪日する機会を捉えて開催。当日
は、日本側から垣内威彦委員長ら76人、チリ
側からはラモン・ハラ委員長ら40人の総勢116
人が出席し、「ビジネス環境」「気候変動対策」
「先端技術」の三つのテーマを討議した。
先端技術に焦点を当てたセッションでは、
大阪商工会議所の協力を得てヘルスケア用デ

ジタルデバイスを開発したスタートアップが、
自社の活動や関西におけるライフサイエンス分
野のスタートアップ・エコシステムの強みを紹
介した。
閉会式では、さらなる経済連携強化、脱炭素社
会に向けた連携の加速、
重要鉱物などの分野に
おけるサプライチェー
ン強靭化、ライフサイエ
ンスやスタートアップ
企業との連携の重要性
などについて確認する
共同声明が採択され、
両委員長が署名した。

2025年６月発行

石破首相（左）と小林会頭

共同声明に署名した垣内委員長（右）と
ハラ委員長

515 126万会員
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日本商工会議所発行の旬刊紙・月刊誌のご案内

日本商工会議所発行の月刊ビジネス情報
誌。経営や地域活性化のヒントになる好
事例を紹介する特集や各界で活躍する著
名人の素顔に触れる「あの人を訪ねたい」
など、厳選の企画・連載が目白押しです。

日本商工会議所が月３回発行する
新聞。日商や全国各地の商工会
議所の政策提言や事業活動をはじ
め、ビジネスに役立つ情報が満載
です。

月３回発行（１日、11日、21日）
１部187円  年間購読料4,400円（送料・税込）

毎月10日発行
１部605円  年間購読料5,700円（送料・税込）

日本商工会議所の
ビジネス情報誌

地域・中小企業を元気にする

お問い合わせ先

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

地域・中小企業を元気にする

リーダーの横顔

塩谷 雄一
高岡商工会議所 会頭 
塩谷建設株式会社 取締役会長

こうしてヒット商品は生まれた！

生ノースマン
千秋庵製菓

特集2

中高年労働者の
事故を防ぐ
「安全体力®」とは

あの人を訪ねたい

松丸 奨
管理栄養士・栄養教諭

特集1

〝もうかる農林水産業〟を
 グッと後押し企業
〝もうかる農林水産業〟を
 グッと後押し企業

令和６年12月10日発行（毎月１回10日発行）第44巻
第９号　通巻535号　昭和55年８月20日第三種郵便物認可

令和７年１月10日発行（毎月１回10日発行）第44巻
第10号　通巻536号　昭和55年８月20日第三種郵便物認可

リーダーの横顔

神野 吾郎
豊橋商工会議所 会頭 
株式会社サーラコーポレーション 代表取締役社長兼グループ代表・CEO

こうしてヒット商品は生まれた！

竹島水族館
 

特集2

2025年、
日本経済は
激変するのか

あの人を訪ねたい

パトリック ユウ
スポーツMC・スタジアムDJ

地域・中小企業を元気にする
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な根拠の下、納得感のある審議決定③中小企
業・小規模事業者が自発的・持続的に賃上げ
できる環境整備の推進④中小企業・小規模事
業者の人手不足につながる「年収の壁」問題
の解消⑤改定後の最低賃金に対応するための
十分な準備期間の確保⑥産業別に定める特定
最低賃金制度の適切な運用―の６点を柱と
して提示。「最低賃金制度は、賃上げ実現の政
策的手段として用いることは適切ではない」
と主張するとともに、政府方針の検討に当
たっては、中小企業・小規模事業者を含む労
使双方の代表が
参加する場での
議論が必要との
認識を示したほ
か、地方最低賃
金審議会におけ
るデータに基づ
いた納得感のあ
る審議決定の徹
底などを求めた。

2025年６月発行

最低賃金に関する要望

納得感ある審議決定を
日本・東京商工会議所は４月17日、全国商
工会連合会、全国中小企業団体中央会と４団
体連名で、「最低賃金に関する要望」を取りま
とめ、公表した。同23日には、日商の小山田
隆労働委員長が鰐淵洋子厚生労働副大臣に要
望書を手交し、内容の実現を強く働き掛けた。
要望書では、深刻な人手不足などを背景に、
業務改善を伴わない「防衛的な賃上げ」を余
儀なくされる中小企業・小規模事業者の割合
が依然として高いことに加え、「2020年代中に
全国加重平均1500円」とする新たな政府目標
についても、対応は困難であると指摘。「企業
の経営実態を踏まえない引き上げは、地方の
産業・生活インフラを支える中小企業・小規
模事業者の事業継続を脅かし、地方継続に深
刻な影響を与え、地方創生の実現に支障を生
じかねない」との認識を示した。
具体的な要望項目としては、①最低賃金に

関する政府方針を示す場合には、中小企業・
小規模事業者を含む労使双方参加の場での議
論②法定３要素に関するデータに基づく明確 鰐淵副大臣（右）に要望書を手交する小山田委員長


